














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ａ １ 1５ 11.6％
Ｂ ２～４ 6４ 49.6％
Ｃ 5以上 5０ 38.8％
257 100.0％
Ａ 199 77.4％











































































































































































































































平成６年計 100.0 63.2（100.0） (48.8） (39.5） (11.6） (_） 2５．５ 1１．３ 0.1
男子 100.0 68.7（100.0） (54.5） (36.3） （9.2） (－） 2４．７ 6.5 0.0
女子 100.0 50.7（100.0） (31.8） (49.3） (18.9） (－） 27.0 2２．１ 0.1
２０～２４歳 100.0 50.6（100.0） (24.2） (48.5） (27.3） (－） 1８．２ 31.0 0.2
２５～２９歳 100.0 63.1（100.0） (42.4） (44.3） (13.3） (－） 2５．２ 1１．７
３０～３４歳 100.0 62.5（100.0） (43.9） (43.9） (12.2） (－） 3０．１ 7.4
３５～３９歳 100.0 68.9（100.0） (52.9） (40.5） （6.6） (_） 2６．１ 4.9 ０．１
４０～４４歳 100.0 68.8（100.0） (59.1） (33.3） （7.6） (－） 2５．７ ５．５ 0.1
４５～４９歳 100.0 63.7（100.0） (55.0） (37.0） （8.0） (－） 2８．８ ７．５
５０～５４歳 100.0 74.6（100.0） (65.0） (24.1） (10.9） (－） 2１．０ 4.3
５５～５９歳 100.0 70.7（100.0） (62.2） (36.3） （1.5） (一） 2８．１ 1.2

































































































現行制度名 根拠規定(導入時） 施行年月日 備考
昭
和
加
年
代
①時間外休日労働協定
②就業規則の作成・変更に係る意見聴取
③寄宿舎規則の作成・変更に係る同意
④ユニオン・ショップ協定
⑤請負給制によって使用される漁業及び林業労
働者の平均賃金の算定方法に関する協定
⑥更生計画案に関する裁判所の意見聴取
⑦貯蓄管理協定
⑧質金の協定
⑨休暇手当の支払方法に関する協定
労基法36条
労基法90条１項
労基法95条２項
労組法７条１号但轡
昭26.3.29基発203号（漁業）
昭２７．６．４基発442号（林業）
会社更生法195条
労基法18条２項
労基法24条１項但書
労基法39条４項但轡
１
１
１
ｍ
羽
４
１
１
１
１
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
９
９
９
６
３
６
８
９
９
９
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
２
２
２
４
６
７
７
７
７
７
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭2２．４．７法４９
昭2２．４．７法４９
昭2２．４．７法４９
昭2４．６．１法174
●●●●S●●●●●●●ｅｐ０ｏＣ●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●□●●●●ﾛ■●●●●Ｃ●●■
昭２７．６．７法172
昭２７．７．３１法287
昭２７．７．３１法287
昭２７．７．３１法287
昭
和
側
年
代
①安全委員会（衛生委員会・安全衛生委員会）
委員の推薦
②安全委員会(衛生委員会･安全衛生委員会)委員の
推闘等に関する規定の適用除外に関する協約
③安全衛生改善計画の作成に係る意見聴取
|日安衛則８条４項,２０条３項,５４
条の２第２項
旧安衛則８条８項,２０条３項,５４
条の２第２項
安衛法78条２項
昭4１．４．１
昭4１．４．１
昭4７．７．１
昭４１．１．２８労令１
昭４１．１．２８労令１
昭４７．６．８法5７
昭
和
釦
年
代
①賀金の口座振込みに関する協定
②扇用調整助成金の支給と関わる協定
(1)休業協定
(2)教育訓練協定
(3)出向協定
③財形給付金契約の締結に関する合意
④預金保全委員会栂成員の推薦
⑤法定の退職手当保全措腫によらない旨の協定
⑥退職手当保全措圃を鱒ずべき額に関する協定
⑦雇用維持等計画の作成・変更に係る意見聴取
⑧設備の処理等の実施に際して識ずべき雇用安
定措壇に関する協識
⑨財形基金の発起等に関する合意
⑩財形基金設立事業場の増加に関する合意
⑪計画年休協定
⑫事業規模の縮小等実施計画の作成・変更に係
わる闇用安全事項に関する意見聴取
⑬継j，i層用制度導入奨励金の支給と関わる出向協定
⑭事業内職業能力開発計画の作成に係る意見聴取
昭５０．２．２５基発112号
屈保則113条１項２号ロ(旧属用調
整給付金の支給と関わる休業協定）
財形法６条の２第１項
貿確則２条２項１号
賃確則４条４号
貿確則５条３号
１日特定不況業柧離職者臨時措腫
法７条２項（旧再就職援助等計
画の作成･変更に係る意見聴取）
|日特定不況産業安定臨時措置法
10条１項
財形法７条の８第１項
財形法７条の25第１項
昭５４．６．３０基発318号
本四法５条４項，６条２項
雇保則105条３号（|日高年齢者層用
確保助成金の支給と関わる協定）
厨保則125条２項１号イ（|日
事業内職業訓練計画の作成に係
る意見聴取）
昭5０．２．２５
昭5０．４．１
昭50.10．’
昭５２．４．１
昭５２．４．１
昭５２．４．１
昭5３．１．２
昭53.5.15
昭53.10.1
昭53.10.1
昭54.6.30
昭5６．１１．６
昭5７．１．１
昭５７．４．６
(４月１日
遡及適用）
ロロロロ●●●●巳■●●●●●●●●ＯＯＣ
昭50.3.10労令３
昭50.6.21法4２
昭５１．９．６労令３１
昭５１．９．６労令３１
昭５１．９．６労令３１
昭５２．１２．２６法9５
昭53.5.15法4４
昭53.5.16法４７
昭５３．５．１６法4７
●●●C●●●●●●●●●●●●●●■●■
昭５６．６．９法7２
昭56.12.15労令4１
昭５７．４．６労令1４
昭
和
帥
年
代
①再就職援助計画の作成に係る意見聴取
②再就職援助担当者の業務遂行に係る基本的事
項に関する意見聴取
③事業転換等能力開発計画の作成に係る意見聴取
④退職手当保全委員会栂成員の推薦
⑤フレックスタイム協定
⑥３箇月単位の変形労働時間制に関する協定
⑦1週間単位の非定型的変形労働時間制に関する協定
⑧事業場外労働におけるみなし労働時間に関する協定
⑨裁避労働におけるみなし労働時間に関する協定
高齢者則６条の６第２項
高齢者則６条の８第２項
属保則125条の２第１項１号イ
賀確則５条の２第２項
労基法32条の３
労基法32条の４第１項
労基法32条の５第１項
労基法38条の２第２項
労基法38条の２第４項
１
１
１
蛆
１
１
１
１
１
●
●
●
●
●
●
●
●
●
ｎ
ｍ
４
，
４
４
４
４
４
●
●
●
●
●
●
●
●
●
１
１
２
２
３
３
３
３
３
６
６
６
６
６
６
６
６
６
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭61.9.20労令３０
昭61.9.20労令3０
昭６２．４．１労令１４
昭62.12.16労令3２
昭62.9.26法９９
昭62.9.26法９９
昭62.9.26法９９
昭６２．９．２６法９９
昭62.9.26法9９
｢日本的労使関係」と経営参加の今日的展開（澤田）
注）現行制度（施行予定のものを含む）に限る。なお，昭和60年代には平成元年以降の分を含む。
〈出典〉図５と同じ。
的が従業員同士の親睦や福利厚生である，②活動の中心は文化・レクリエー
ションである，③一般従業員のイニシアチブでつくられたものは全体の３分
の１にすぎない，④財政は多くの場合会社に依存し，完全な自主的運営は４
分の１である，といった現状が紹介されており，労使関係問題，経営参加の
機能を単なるコミュニケーション改善へと倭小化しようとする意図を明確に
読み取ることができる。('9)また９５年度版でも，労使協議制の充実した企業に
おいては曰本的雇用システムの変容が「労使に摩擦を起こす形で進行しては
いない｣ことを示そうとしているのだが，同時に，「労働組合のない企業での
従業員発言力強化策」としての「従業員組織」の活用や従業員代表法制の整
備を提唱し，今後の「労使関係安定化」のためにはこれらの制度の比重を高
めるべきであることを示唆しているのである。（20）
こうした提唱の背景には，従業員の「組合離れ」に伴うその影響力低下と
｢第二労務管理機関｣としての役割の低下，中小企業，新興企業を中心とした
未組織職場における労使関係対策の必要性増大，さらに既述の「雇用の弾力
化」にともなう「企業別組合に依存できない状況」の表面化，深刻化がある
ことは疑いない。そしてさらに重要な問題点は，これらの「従業員組織」が
資本の論理に基づく「働かせ方のフレキシビリティ」追及の重要な手段とし
て位置付けられようとしている点である。すなわち，例えば，経営者主導型
-８３－
⑩失業予防計画の作成・変更に係る意見聴取
⑪産業雇用安定助成金の支給と関わる協定
(1)職業転換訓練協定
(2)配圃転換協定
(3)出向・再就職あっせん協定
⑫一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動
車運転者の拘束時間等に関する協定
⑬定年退職予定者等再就職援助促進助成金の支
絵と関わる出向協定
⑭雇用安定計画の作成・変更に係る意見聴取
⑮育児休業をすることのできない労働者に関す
る協定
⑨労働時間短縮推進委員会委員の推蔚（なお，
委員会は労働時間・休暇に関する労基法上の
労使協定に代えて,決識を行うことができる）
特定不況法８条２項
雇保則102条の3の２第２項１号
同イ(2)（vi）
同ロ(2)（ii）
同ハ(1)（ｉ）
平元２．９労告７号2条1項，２項
雇保則105条の４第１項１号ハ
炭鉱労働者雇用安定法２条の３
第２項
育児休業法３条１項ただし樹
労働時間短縮促進法７条１号
１
１
９
羽
皿
１
●
●
●
●
●
７
７
２
５
３
４
●
●
●
●
●
元
元
４
４
４
３
３
６
６
昭
昭
平
平
平
平
平
昭6３．５．６法2６
昭６３．６．２９労令2０
●●●■■■■●●■●●●●印●●●●●●
平元･５．２９労令2０
平４．３．３１法2３
平３．５．１５法7６
金沢大学経済学部論集第17巻第２号１９９７．３
の労働者組織を労働基準法36条（時間外労働協定の締結）および90条（就
業規則作成･変更の意見聴取）における「従業員の過半数を代表する者」（法
定当事者）として利用し，経営側の裁量度を高めることも視野に入れた「良
好なコミュニケーション｣形成が行われようとしているのである。(21)労働組
合以外の組織がこの場合の法定当事者となることの問題点は，これまでも指
摘されてきた。例えば1988年労働省調査によれば，①過半数代表者は信任，
選挙等の方法で選ばれることが多いが，「事業主が指名｣しているケースも１２
％あり，とくに規模の小さな事業場ほど，その傾向が強いこと，②被選出者
の一部には，工場長，支店長等，適格性を欠く者が含まれていること，③三
六協定や就業規則変更についての当事者間の話し合いでは，過半数代表者が
意見を述べることが少ないこと，④協約締結の際に，過半数代表者が一般の
労働者から意見をまったく聞いていないケースがあることなどが指摘されて
いる。(22)このような制度的不備が解消されなければ，形態的法律的Iこにみて
も，過半数代表すなわち従業員の総意を代表した存在（従業員代表）である
と見なすことは，本来困難なはずである。にもかかわらず，これらの問題を
放置したまま，1987年の労働基準法改定に代表されるように，近年，従業員
過半数代表制度の適用範囲は急速に拡大しつつある。（表６，図５参照，とく
に労働時間についての過半数代表の任務は急増している｡)そして，労働組合
影響力の低下傾向と重ね合わせてみれば，集団的労使関係の主たる担い手と
しての役割が経営側により期待され，注目されていることは明白であろう。
ここに，政府，財界が一体となって，労働組合を排除した新たな集団的労
使間系の構築，およびそれを経営側を主導で推進することによる実質的な裁
量権拡大を着実に進められつつあることの証左を見ることができる。(23)そし
て，「リストラクチャリング｣下での組織再編と職務再編をめざす企業の，個
別管理においても集団管理においても，「新たな労使関係安定化｣をはかるた
めに「従業員組織」ならびに「労使協議の場」を拡充し，これを「経営参加」
制度と強引に規定して，その管理方策的利用度を高めるという方向性が浮か
びあがるのである。
－８４－
｢日本的労使関係」と経営参加の今日的展開（澤田）
５まとめ
以上考察してきたように，新たな「労使関係安定化」方策としての諸「経
営参加」制度は，今後，企業別組合よりもさらに資本の論理寄りの性格をも
つものとして機能することが，ますます経営者側に期待されていくと考えら
れる。また他方で，企業別組合の衰退，影響力低下は，彼等にとってさほど
重要な問題ではなくなり，組合を全く無視した労務管理方策をとる可能性は
増大する。そして，このような状況下で，経営者側主導型の「従業員組織」
を主体に据えた労使協議制や懇談会などが，これまでも「秘密労務組織」と
して機能するものとの批判を受けてきたインフォーマル組織による労働者支
配･統制を，「経営参加」の名のもとに正当化，公式化せしめる働きを持つよ
うになるのである。
このように，新たな「安定的労使関係」構築は労働組合をその主体，当事
者としての地位から外すことによって確立される危険性をもつものである。
その潮流において，組合は，「多様な労使関係チャンネル｣の中に埋没し，労
使関係の主体としての自律性，存在価値を保持することが困難になりはじめ
ている。このような事態の進行を考慮するならば，経営参加制度の「本質」
としての管理方策的側面(24)に注目するあまり，それへの関与の可能性を全く
否定することは，その制度内部で行われる管理実践に対して無限定性を与え
ることになりかねないと判断される。今や，「参加」へ批判は，一般的･外在
的なものではなく，その「合意形成」過程に踏みとどまった上での「安定的
労使関係」への内在的なものであるべき時期にさしかかっていると考えられ
る。(25)労働組合が経営者側への対抗勢力としての存在意義を堅持または奪還
するためには，産業構造，雇用構造の変動に適応した組織力の強化とともに，
共同的意思決定・合意形成機能を充たす各レベルでの参加制度の充実と，そ
こへの主体的自立的な関与，影響力行使といった自発的行動が要求されるこ
とになるであろう。つまり，そのような両面的な行動によってしか，もはや
ノン・ユニオニズム主義的労務管理の推進を食い止めることはできないので
ある。
どのような制度を選択するにせよ，労働側にとってもっとも肝要な点は，
｢企業の繁栄が従業員の利益に直結する」という幻想を捨て，また一般労働者
-８５－
金沢大学経済学部論集第17巻第２号１９９７．３
に捨てさせ，その経営実態を正確に把握し，必要な介入，監視を常時行って
いくという姿勢であり，さらに，制度が経営側の窓意的な運営に委ねられて
しまう危険'性を回避することである。そしてそのためには，代表の選出方法，
代表と一般労働者の緊密なコミュニケーション経路とチェック，フィードバ
ック機能を確立することにより，労使関係を「統合型」から「分立型」へと
転換させる過程を模索していく必要`性に迫られることになるであろう。
【注】
(1)木元進一郎『労働組合の「経営参加」（新訂増補)』森山書店，1986年。
(2)熊沢誠氏は人事考課の適用が従業員全階層に及ぶことを捉え,「こうした一種の階層
間平等性は日本の戦後労働史のすべての帰結をあらわすもの｣であるとしながら，「人間
の能力差を生得的なものとみて早々に『優勝劣敗』の原則を適用することを避け，全階
層の従業員に能力の開発を期待すること」をその「明るい側面」と表現している。ただ
しここでは，それが，考課要素が多面的であるが故に評価が全人格的なものに及び，企
業論理への「人格的統合」を要請する，という「暗い側面」と表裏一体のものとして整
合性をもちながら，労務管理方策としての機能を果たしていることが強調されている。
（熊沢誠『日本的経営の明暗』筑摩書房，1989年，53-54ページ｡）
(3)日本労働研究機構『パートタイム労働者等実態調査』（1989年)によれば，非正規従業
員の位置付けとして「基幹労働力として」あるいは「責任ある地位につける」と回答し
ている企業は産業全体で48.6％にも達している。
(4)鈴木良始「日本的労使関係のゆらぎ」『経済と社会』５号，1996年春季，４１ページ。
(5)労働省は，日本的雇用制度の将来像として，①基幹労働者を中心とする終身雇用制の
「基本的｣維持，②年功制の見直しと「実力主義」強化，③専門職の拡充などキャリアパ
スの多元化，④公正な評価制度の確立，⑤個人の自発的意思に基づくキャリア形成・能
力開発システムの開発，またそのための自己啓発の促進，⑥転職，独立を支援するシス
テムの確立,⑦多様な人材の参加し得るシステムの形成などの諸点をあげている。（労働
省産業労働調査課『日本的雇用制度の現状と展望』大蔵省印刷局，1995年｡）
(6)日経連報告書への批判については,例えば以下を参照されたい｡『賃金と社会保障』1159
号，1995年８月上旬，4-34ページ。藤田実「『日本的経営』見直し論をどうみるか」
『賃金と社会保障』1165号，1995年１１月上旬，24-45ページ。下山房雄「『日本的経営』
の新展開」『経営論集（明治大学)』４３巻３．４号，1996年３月，41-53ページ。牧野富夫
「現代日本のホワイトカラー問題」『労務理論学会研究年報』５号，1996年，1-12ペー
ジ。
(7)木元進一郎「日本的労務管理の『弾力化』」『経営論集（明治大学)』３９巻１号，1991年
-８６－
｢日本的労使関係」と経営参加の今日的展開 （澤田）
９月，１－１５ページ。
(8)長谷川贋「日本的雇用慣行の日本的『アメリカ化』」『労務理論学会研究年報』１号，
1991年，７－１６ページ。
(9)長谷川魔「日本的雇用制度の変容と重層型雇用政策一日本型雇用制度に関する経
営者的諸見解一」『商学論纂（中央大学)』３６巻３．４号，1995年３月，225-257ページ。
⑩鈴木良始「雇用流動化・『年功賃金』動揺をめぐる検討課題」『労務理論学会研究年報』
４号，1994年，68-81ページ。
⑪高橋祐吉「労働組合運動のガン=インフォーマル組織とどうたたかうか_その支配
構造と克服の展望」『日本の労働組合運動５労働組合組織論』大月書店，1985年，１４９
－１８３ページ。
(12）参加型管理としての「日本型経営参加」は，従来から，経営権の部分的委譲ではなく，
むしろ対立意識を共同意識へと置き換え，労働者を統制する力を増大させ，労働組合の
民主的権利を縮小ないし制限するものであるとの批判を受けながらも，「日本的労使関
係」を支えてきたものである。しかし，今日の労使関係状況は過度に「企業主義」的で
あるとして批判されてきた企業別組合さえもが労使関係の主役の座から降ろされようと
しているという意味で，新たな段階に入りつつあると言うことができよう。
(1Ｊ日本生産性本部の動向に先立ち，1946年には中労委より「経営協議会指針」が出され
ている。これは当時の左翼的労働組合運動の中で急速に拡大しつつあった労働側の要求
としての経営参加の方向に対して，その不満が極度に増幅しないようにするため，これ
を完全に抹殺するのではなく，一定の歯止めをかけた上で，経営側主導のもとに再編，
展開し抵抗とする意図をもっていた。そしてこれを受けて，1947年には全国各地の企業
において労使協議会ないしは経営協議会と称する労使懇談機関が相次いで生まれている。
これら点については，拙稿「『高度成長』下の経営参加一『日本型経営参加』の萌芽一」
『金沢大学経済学部論集』１７巻１号，1997年３月を参照されたい。
⑭日本生産性本部『労使協議制の充実を求めて－企業･産業･地域の現状と成果一』日
本生産性本部，1990年，2-3ページ，１４ページ。
(1，中村和夫｢労使協議制の現状と機能」『日本労働法学会誌79号従業員代表制論』総合
労働研究所，1992年，120ページ。
UＯ日本生産性本部『労使協議制の充実を求めて－企業･産業･地域の現状と成果一』１３
ページ。
U7）日本生産性本部『｢労働の人間化」と生産性運動一労働生活の質向上と生産性一』日
本生産性本部，1988年，6-7ページ。
(１０例えば，村中孝史「個別労使紛争処理システムの検討」「日本労働研究雑誌』436号，
１９９６年８月，２－１２ページ。
09リ『1992年版労使関係白書労働力不足経済下の産業社会の課題』日本生産性本部，１９９２
年，83-106ページ。
(２０『1995年版労使関係白書雇用変革時代の人事・賃金・労使関係』社会経済生産性本
部，1995年，157-179ページ。
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金沢大学経済学部論集第17巻第２号１９９７．３
(２，従業員過半数代表制をめぐる諸問題については前掲日本労働法学会誌79号所収の各
論文，坂本重雄「日本の『従業員代表』制の展開，法整備」『法経研究（静岡大学)』４０
巻３．４号，1992年,73-112ページなどを参照されたい。なお，いわゆる従業員代表制度
を経営参加の形態と見なすことについては当然ながら異論のあるところであろうが，こ
こではこれを，従業員の発言，意思表明の機会を提供する制度と理解した上で，経営側
がそのチャンネルを複線的・多角的に形成しようとしている点に注目して，あえて「参
加」制度のひとつとみなしている。
⑪「＜資料＞労使協定における過半数代表者に関する調査研究会報告（1989.8.21，労働
省)」『労働法律旬報』1222号，63-66ページ。
(23）現行法上の過半数代表制度の問題点としては,主として以下の点が上げられている｡①
代表の選出方法が明示されていない。②従業員組織が必ずしも自主的な団体でなくても
よい。③常設の機関でないため，従業員同士の普段からの問題意識の高まり，連帯感は
育ちにくい。④過半数代表者の行動に一般の労働者の意思を適正に反映させる制度的保
障がない。⑤争議権がない。
これらの問題が解決されなければ,過半数代表政は,制度的にも実質的にも，従業員代
表制度と見なすことはできないであろう。
(２０木元進一郎『労働組合の「経営参加｣』９２ページ。
(25Ｊ拙稿「日本における経営参加論の分析」『金沢大学経済学部論集』13巻２号，1993年３
月，111-136ページ。
※本稿は，『労務理論学会研究年報』６号（1997年）に掲載されたものに，紙幅の関係上
省略せざるを得なかった図表を加え，さらに加筆・補充したものである。
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